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責任会計システムの基本問題
西田芳次郎
1)はじめに
小稿の目的は．主として「責任会計の基本問題」について抽象的な概念
のレベルで反省したいということで，「システムの基本問題」についてでは
ないが，この点にも後に若干は触れたい。責任会計という概念については．
今日．アメリカで現行の管理会計•原価計算の教科書を通覧してみる限り．
その説明は大同小異であり，基本のところではほぽ一致した見解が流布し
ていると受け取ってよいかと思われる。我が国についてもそのように見受
けられる。教科書レベルではとくに異説と思われるものは見当たらない。
組織の各層の管理者，あるいは．いわゆる責任センターの管理者に管理可
能なものに責任を負わせるという観念が一般的かと見える。
このとき，管理可能というさいの管理概念は，当初，必ずしも計画・統
制という場合の狭義のコントロールが含意されていたわけではなかった
が，実質はやはりそれに近かった。以降，分権化や事業部制の進展につれ
て，管理責任に計画や意志決定の側面も部分的には含まれるという認識や
インベストメント・センターの概念が一般化して，それが今日教科書の記
述に反映されているといえるであろう。
しかし，管理責任についても，管理可能性についてもいろいろ問題が残
っているところから，今日でも精力的に議論が続けられていることは周知
のとうりである。これらの具体的な問題に立ち入る能力も意図も小稿には
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ないが，これらの問題が責任会計という発想をひいて生じていることにつ
いて，あるいは，最もプリミテイヴな，例えば，原価責任についても，な
おも再考してよいものがあるかと思う。
いまひとつには，「システムの基本問題」の観点からは，現行の責任会計
概念が専ら事業部制に直結して観念されていることとの対比で，新しい組
織形態や管理方式の展開—たとえば SBu，分社制，ネットワーク組織一
ーに応じて，責任会計という観念がどのように適用しうるものかについて，
幾分でも考察したいと考える。
2)責任会計の概念
周知のとうり，このテーマについては，昭和42(1967)年に，溝日一雄
教授による「責任会計」 1)という論稿があって，以降の研究は， もちろんこ
れをふまえて展開されているが，責任会計そのものの概念レベルの検討と
しては比肩するような議論はみられないので，この労作を考察の出発点と
することは是認されるであろう。
溝口教授の見解については，後にごく要約的に検討するが，甚本的な問
題点の指摘は，解答は別として，ほぼ網羅されているとみなしうる。箪者
としてこれに加えるべきものを持たないに近いが，上記の観点から若干の
補足は可能ではないかと考える。
さて，責任会計概念は最初，エイルマン，次いで，ヒギンスによって提
唱されたとされている。エイルマンは「責任会計とは，会計管理のシステ
ム (accountingcontrol system)を管理組織ないし部門管理者，監督者の
責任に結びつけたものを意味する」という概念規定を与えた丸
次いで， ヒギンスは「（責任会計とは）一-flfl (expenditure)に関す
l)溝l.1一雄「責任会計」黒沢清編『新しい会計学4. 責任会計』 H本経営出版会，
1967年，所収。
2)溝ロ一雄， rn1書， 5ページ。
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る報告を企業の管理組織上これにたいして責任を有する各個人に直接に関
係づけることによって，費用をコントロールするようデザインされた会計
システムである」という概念規定を与えた丸
周知のように，この両者のあいだに， A.A.A．によって「管理可能費・管
理不能費」 (Controllablecost, Uncontrollable cost)概念が提唱された。
以降，責任会計と管理可能性が直結されて，管理可能性原則が確認される
こととなった丸
ヒギンスの定義では，専らコストに関する責任を会計と結ぴつけること
が観念されている。エイルマンの定義はもう少し一般的であるが，溝日教
授によると，上記論稿の執筆当時の代表的な論者，ホーングレンやシリン
グローでも専らコストに関する責任をめぐって論じていた。しかし，これ
とは別に，責任会計という概念が，当時，まったく普及していなかった趣
もみられる。
例えば， Dickey編“'Accountants'CostHandbook" 2nd ed., 1960．には，
責任会計は「材料請求のプロセスやこれと類似の資源利用のための文書に
よる認可によって，コスト・コントロールの領域における原価会計のいま
ひとつの方途である」と説明されている (p.1-3)。「いまひとつの」という
のは，原価会計が果たしうるコスト・コントロールの役割の基本として，
標準原価計算の差異分析が考えられていたからで，このほうが，むしろ，
エイルマンの定義にいう責任会計そのものであろうが，ここの責任会計に
はそれは含まれず，その周辺の，通常の理解では内部牽制あるいは内部統
制とされるものが，責任会計と観念されている。しかも，これ以外には責
任会計の言及はみられない。
他方，我が国では，周知のように，同じころに，通産省産業合理化審議
会の答申「事業部制における利益管理」（昭和35(1960)年）が公表されて，
3)溝ロー 雄，同書， 5～ 6ペー ジ。
4) A.A.A., Report of the Commitee on Cost Concepts and Standards, The 
Accounting Review, April, 1952. 
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事業部制もさることながら，そこに示された責任会計の観念が急速に普及
した。そこでは次の定義がみられる。「責任会計とは，予算統制や原価管理
を遂行する場合に要請される会計制度であって，その要点は会計数値と管
理組織上の責任者の結びつきにある。いい換えれば，それは職制上の責任
者の業績を明瞭に測定しうる会計制度である。」”溝口教授はこれを高く評
価し，この概念がヒギンスなどによる原価責任と原価数値の単純な結合と
いうレペルを越えた業績測定を視野に入れているとされる。実態はともか
く，アメリカ以上に進んだ観念がアメリカ以上に普及したのは確かである。
以降，実務上，理論上幾多の検討が加えられてきたが，基本のところで
は，大幅な改編は見られず，一般に広く受容されて，今日に至っていると
いえる。それはそれとして，ここで往時の溝口教授の議論を少しく顧みて
おくことは，有意味であると思う。
3)溝口教授の見解
教授は自説が「いわゆる責任会計の解釈とは異なるものであるかもしれ
ない。それは既成の概念にとらわれずに，新たな概念の構成を試みようと
するものなのである」6)といっておられる。当時の通説とはたしかに異なる
であろう。いまは教授の所説を検討すること自体が課題ではないから，簡
略にみたいが，いま問題の観点からは，要するに，事業部制では狭義のコ
ントロールではなく，「事業部ごとの利益計画自体がその管理責任の基準と
なる」”ところから，短期利益計画が責任会計の概念に含まれるということ
が第 1点，「長期計画については，システマティックな業績評価は行われな
い。その点では短期利益計画とは性格を異にしているのである」8)から，責
5)通産省産業合理化審議会答申『事業部制における利益管理』 1960。
6)溝ロー雄，同書． 24-25ペー ジ。
7)溝ロー雄．同書． 26ペー ジ。
8)溝ロ一雄．同書． 26ペー ジ。
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任会計の概念に含まれないということが第2点である。
教授の発想は明確なものであると思われる。相当に進展した事業部制を
前提にして，管理会計の全構想を考えるに， トップ・マネジメントの長期
計画もしくは戦略的計画を除外して，それ以外のすべてを包含する概念と
して，責任会計は概念されたと大ざっぱにはいいうる。それは管理会計の
全面をおおうものであって（しかし，責任とは直結していない価値のスト
ックとフローの計算も，管理会計の全面をおおっているともいえる），長期
計画もしくは戦略的計画は，この論理展開の延長からすると，むしろ財務
会計との関係から説明されるべき課題だともいいうる。溝日教授はそうは
いっておられないが，筆者の解釈ではそういう含意もあったかと思われる。
財務会計はトップ・マネジメントの長期計画もしくは戦略的計画の非「シ
ステマティックな業績評価」という一面をもつであろう 9)0
いずれにしても，相当に進展した事業部制にあっては， トップの経営者
と事業部長の関係は，株主あるいは社会とトップの経営者との関係に近似
したものとして観察しうるものになる。しかし，そうはいっても，そのい
ずれの関係にもまさに解決困難な諸問題があることは広く認識されている
とうりである。
さて，溝口教授は「現段階における責任会計の問題のすべては，事業部
制会計として考察することができる」10)として，具体的には，業績評価甚準，
9)アメリカの取締役会， ドイツの監査役会には資本主義の建前である株主代表の性
格を実質も保持していて，この機能をなにがしか遂行していると認めうる。我が国
でこれが形骸化したのは何故かはひとつの問題であるが．たとえば，商法の規定に
法理論上の欠陥があったためだとはいえないであろう。経営者が戦略を展開する責
任と権限を有することは，それ自体として説明できることではなく，株主なり，社
会なりからの委任に基づくという公準は擬制ではない。以前から socialcontrol of 
businessといわれ，今B,corporate governanceといわれている問題は，経営者革
命いらいの問題を逆に照射している。なお，経営内部で長期計画や戦略的計画の事
後的フォローがなされる機運にあるが．そのこと自体は重要であるにしても，それ
はここでの問題とは別であって，望ましいレベルの自己評価・自己点検・自己監査
を自己の責任において実施するものと解される。
10)溝ロ一雄，同書， 63ペー ジ。
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内部振替価格，本社費・共通費の配賦問題，社内金利制度，内部資本金度
制について論じておられるが，今日では，周知のことでもあり，格別に特
異な議論でもないので，内容に触れるに及ばないだろう。しかし，溝口教
授の視野は全問題領域に達していたといえるし，さらに，今日的な問題指
摘も与えられているかと思う。
その点で， もとに戻って，なお基礎的問題に触れたい。溝日教授は，今
Hの責任会計にいう貨任が往時の会計責任(Accountability)に接続してい
ると考える青木茂男教授の説に反対し，そこには近代と近代以前との異質
があるとされる。「しかしながら，財産保全的管理責任が今日においては近
代的管理思想の洗礼のもとに，原価責任ほかの近代的管理責任の部分内容
として，これに消化吸収されていることも事実である」11)ともいっておられ
る。以下に，この「洗礼」によって示唆されている内容に少しく触れたい
のであるが，溝日教授は，いまひとつ，この問題と深く関連していると思
われる，責任会計とモテイヴェーションの関係にも論じ及んでおられる。
アメリカにおける責任会計の展開は，当然のことながら，「近代的合理主
義」，「アメリカ的な能力主義」に根拠づけられているものであって，これ
の我が国への導入は「伝統的な日本的生活感情と隔たりのあるものがなに
がしかの摩擦を起こすことが想像される。したがって，責任会計とモティ
ヴェーションの関係は日本の土壌においてこれを育てて行こうとする場合
に，制約のあることが知られなければならない。」 12)ここに問題のあること
は認識しうるが，筆者には立ち入る準備がない。日本にも責任概念は厳然
とあると思われるが，欧米のそれとは相当に異なったものであろう。 13)
11)溝l1一雄，同曹， 13ペー ジ。
12)溝日一雄，同翡 53ペー ジ。
13) カレル・ヴァン・ウォルフレンは，篠原勝訳『人間を幸福にしない H本というシ
ステム』（毎1:新聞社， 1994)で，「責任(responsibility)」と「説明する責任(accounta-
bility)」を区別し，前者の「自覚は個人の問題」で，「一方，アカウンタピリティの
ほうは，組織に関わる問題だ」（81ページ）と述ぺ．「日本の多くの大問題の究極の
原因」「根本的な欠陥」は「政治的説明責任の不在 (theabsence of a center of 
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責任会計の責任を，事業部制の観点から検討することは，正当に重要な
問題であるが，上記に指摘されている問題も基本的なものであろう。筆者
にはこれが近代的アカウンタビリティに直結している問題だと感じられ
る。
4) アカウンタビリティの本質
責任会計 (ResponsibilityAccounting)なる概念は， もともと，ある矛
盾をはらんでいると思う。会計という概念が，元来，責任という概念に他
ならないとも考えられるからである。責任会計という概念には，会計が価
値のストックとフローの計測であるという理解のもとに，これを，さらに
組織における職位なり個人なりの責任に結ぴつける必要があるという発想
が含まれていたであろう。そのこと自体は理解しうるが， しかし，問題の
本質は勘定理論における物的勘定学説と人的勘定学説にはるかに淵源して
いるように筆者には思われる。この問題も，寡聞にして，未解決だという
印象を与えられたままであるが，統合的な理論が要請されているかと考え
る。
ところで，およそ会計をめぐって，責任やアカウンタビリティについて
考える場合，会計の総体をアカウンタビリティ概念に依拠して構想された
ものに，井尻教授のそれがユニークなものとしてあることは周知のことで
ある。今は井尻教授の学説を議論したいわけではないが，教授は昭和
50 (1975)年に，井尻雄士『会計測定の理論』において，「本書ではじめて
発表された会計責任説にもとづく統一的フレイムワーク」 14)を展開されて
political accountability)」であると診断している (79ページ）。さらに，「説明する
責任の話に一つつけ加えると一日本のトップクラスの大銀行や大企業の役員たち
も，実際には株主へのこの『説明する責任』を果たしていない」と追加の診断をも
下している (86ページ）。正しいと思う。
14) Ijiri, Y., Theory of Accounting Measurement, 1975井尻雄士「会計測定の理論』
東洋経済新報社， 1975，序文viペー ジ。
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いる 15)。ソーシャル・コストの会計なども企業のAccountability自体の拡
張として従来の会計の自然な延長と解し得るという見解も示された。
この見解にたてば，責任会計なる概念は成立しなくなるだろう。 トー ト
ロジーにすぎなくなる。会計はまさに価値のストックとフローの計測では
あるが，あくまでアカウンタビリティ概念に根拠づけられた測定であって，
かつ，その内実は価値のストックとフローの計測以外ではない。もともと
会計の全体が責任会計として構築されているのである。しかし，井尻教授
はアカウンタビリティ概念について，カーライルの衣装哲学などに関説し
て間接的な説明はされたが，この概念そのものに立ち入っては論じておら
れないと思う 16)0 
ところで， しかし， レスポンシビリティとアカウンタピリティの関係に
ついては，欧米でもあまり明確にされていないのではないかと思う。多く
の教科書では， Responsibility Centerの定義に当該職位にある個人が
Accountableであるという説明が一般的にみられる。そんななかで，寡聞
の筆者には，数多いアカウンタビリティ論のなかでも，ホスキンの見解が
正鵠な理解に達しているように思われるので，これに依拠して少し考えた
し、
゜
彼によると，この両概念は質的に異なったものである。一般にいうアカ
ウンタピリティは厳密にはレスポンシピリティであって，スチュアード・
システムのチャージ・ディスチャージ関係に基づいたものであるから，古
代エジプトに淵ぽりうる。これにあっては，過去から現在までの業績が会
計されるが，他方，アカウンタビリティは完全にモダーンであって，未来
15)豊島義一「意志決定会計の形成に関する若干の考察」溝日一雄先生還暦記念論文
集編集委員会『現代管理会計論』中央経済社， 1981, 所収．は井尻説に関する数少
ないコメントである。
16)西田芳次郎「Acountabily論管見」同志社大学国内研究報告書， 1980は井尻説に
賛意を表した。しかし，西田芳次郎「外部監査と内部監査の基本的関係について」
『名古屋学院大学論集』 14号， 1968.6, 「会計・会計理論の性格について」『同志社
商学』 26巻4・5・6号． 1975.3でも類似の考えを示している。
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のポテンシャルまでを含んだ業績が会計される。さらに，「責務 (duties)
が特定されるだけでなく，業績水準を評価する手段が暗黙の，または明示
的な業績の基準・標準・目標であらかじめ規定されている。」 17)
ホスキンは前者から後者への転換を近代の成立過程のなかで解明しよう
と試みているが，なお十分な考証には成功していないといっている。彼の
試論の詳細をフォローするのは別の機会にゆずりたいが，このアカウンタ
ビリティという「恐ろしい観念 (awfulidea)」の成立史は「教育物語 (an
educational story)」だといっているのは興味深い。ケンプリッジとオック
スフォードで中世以来の口頭試問に代えて，筆記試験という革新が導入さ
れたのは， 1760~1810年であった。単なる業績が生得の徳と直結されるこ
とになって，すべてがグレードづけられるに至った。イギリスではこれが
すぐにビジネスの世界に入り込むことはなかったようであるが，アメリカ
では， 1817年以降ウェストポイントの卒業生がこの種の観念をビシネスに
持ち込んだ18)。D.Tylerという卒業生が， F.W.Tylerより50年もまえに，
Springfield Armory社で，時間ー動作研究を企てていて，いみじくも「科
学的管理」と称していた史実なども示されている19)。
およそこのような観念が，以降， 2世紀にわたって社会に浸透したのは
確かで，以上は歴史的説明として全く不十分だが，今日，人間は「強制さ
れた，また，（自ら）強制しつつある自証 (self-evidence)にそって自己
を行為づけてきたことからして， 自尊 (self-respect) を維持する戦術を
見いだし得ている」20)ことは，認めざるを得ないであろうと考える。中世的
な共同体への帰属意識と共同社会の利益・リスクの配分システムに，経営
者も労働者も依拠できない。日々新たに効率を改善しつつあるという自証
17) Keith Hoskin, The'awful idea of accountability': inscribing people into the 
measurement of objects, in Munro, R. and J. Mouristen ed., "Accountability': 
1996, p.265. 
18) K. Hoskin, ibid., p.277. 
19) K. Hoskin, ibid., p.277. 
20) K. Hoskin, ibid., p.279. 
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以外に自尊を保つ方途はない21)0
5)責任会計システムの拡充
ホスキンの見解に従えば，責任会計はアカウンタビリティ会計である（あ
るいはその一部分である）というのが正確なのであろうが，責任の内容と
してアカウンタピリティが含意されていることもあるから，言葉にこだわ
るわけではない。形式的な議論としてなら，責任会計にいう責任にはいか
なる責任も結ぴ付けうるから，最も責任を負っているのがトップ・マネジ
メントだとすると，その意志決定会計こそそれだともいいうる。こうなる
と責任会計の実体は現状では拡散しすぎてしまうだろう。
なおも，形式的な議論をするなら，責任会計という概念をいかに規定す
るかについて，計画会計との対比で，狭義の統制可能性に焦点を合わせた
21) K. ホスキンの近代資本主義の成立に関する記述は． M．ウェーパーのそれほど
精彩はないが．類似の印象を与える。 M. ウェーバーはアカウンタピリティではな
く，損益計算を念頭においていたが．実質はそれをふくんでいた。あえて少し引用
しておきたい。宗教改革が「経済的発展に対してもった意義は，何よりもまず．そ
の禁慾的な教育作用にあったのだが．（中略）それが経済への影響力を全面的に現わ
すにいたったのは，通例は純粋に宗教的な熱狂がすでに項上を通り過ぎ，神の国を
求める激情がしだいに醒めた職業道徳へと解体し始め，宗教的根幹が徐々に生命を
失って功利的現世主義がこれに代わるようになったとき—すなわち，（中略）民衆
の想像力のなかで，「虚栄の市』のただなかを天国に向かって急ぐパニヤンの『巡礼
者』の内面的に孤独な奮闘に代わって，『ロピンソン・クルーソウ』，つまり同時に
伝道もする孤立的経済人が姿をあらわしたときだった。」M.ヴェーパー，大塚久雄
訳『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神j岩波文庫， 1990,355ペー ジ。
なおも序でのことに，山乃内教授の解説をも引用しておきたい。「近代化された功利
主義的社会組織の中では，アスクリプション（帰属主義）に代わってアチーヴメン
ト（業績主義）が人々の評価基準になっていった―。」山乃内靖『マックス・ヴェ
ーパー入門』岩波新書， 1997,90ページ。近代的「合理的な生活秩序は，身体的な
技能の発揮にともなう喜ぴという中世手工業に見られた要索をも払拭してしまいま
す。労働はいまや，功利主義的な意味での効率性に即して評価されるものへと一元
化されました。山乃内靖，同書， 216ペー ジ。
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統制会計とするか22)，責任の内容を実態の進展にそいつつ限定して利用す
るか，それとも，概念を欠いた観念として廃棄するか，いずれが有効かと
いう議論にもなろう。
先にも触れたが，責任会計という発想は組織における責任に会計を結ぴ
つけようとするところにあった。会計の本質をどう解するかはそれとして，
現実の会計が責任と結ぴついていない実態もあったのであって，その限り
有意な提案であったといいうる。私見では，責任会計は当時の具体的なシ
ステムを呼称したのではなくて，ある種の理念の表明であった。そう解す
ると，この概念を狭義の統制可能性原則に直結せねばならない理論的必然
性はない23)。やや便宜的にいうと，折角普及したのであるから，概念的に必
要な拡充を図りつつ利用しうる観念ではないかと考える。
くりかえすが，責任会計の提案は，組織のなかの個人（場合によっては
グループ）に管理可能なコスト，収益，利益の内容を問うた点で実質的な
意味があった。当初は，上層の計画に基づいて，委譲されたコスト責任に
関する狭義の統制可能性に焦点があわされ， しだいに，計画責任が委譲さ
れた場合はどうなのかという議論に進展したとみうるが，このレベルの議
論は，当然，概念のレベルだけでは論じられない。責任会計の観念を保持
しつつ，実態の進展にみあった具体的な研究が蓄積されてきたとみるのが
妥当であろう 24)0
22)青木茂男教授は計画会計と責任会計（統制会計）という二分論から，後者にも計
画の面が含まれるという見解に変わられた。青木茂男教授 r部門別業績管理会計』
国元書房， 1980。
23)この原則から生ずるいろいろな問題は次ぎの論文でよく検討されている。奥山修
司「責任会計のパラドックスー責任会計の機能と管理可能性原則の関係について
ー」『商学論集』（福島大学） 56巻3号。
24)谷教授は「職能的部門組織を前提とした伝統的業績管理会計（責任会計）」といっ
ておられる。谷武幸『事業部業績の測定と管理J税務経理協会， 1987, 9ペー ジ。
教授は責任会計をひとつのシステムと解されるところから，事業部制会計はそれか
ら発展したシステムとされる。教授が実質は責任会計とみられる事業部制会計のも
とでの，責任・権限・管理について最も精緻で豊かな研究を展開されたのは周知の
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責任会計システムの拡充というテーマについて，現今最も基本的な問題
は組織の末端の個人を射程距離にいれることだと思う。旧来，例えば，標
準原価管理についても，管理の対象は個人労働者ではなく，末端の管理者
であるフォアマンだとされてきた。それ以下は，会計とは関係はなく，直
接の指揮・監督の領域だと解されたのである。しかし，今日では事情が変
わって，末端の作業員，営業マン，研究開発者などに意志決定を含むかな
りな責任と権限が与えられる方向にあることはおおくの論者によって認め
られているかと思う。古くは，ドラッカーの全員経営者の発想からする「責
任ある労働者 (responsibleworker)」概念の提案に，この種の考えの先駆
がみられる 25)。新しくは，ジョンソンの「エンパワーメント (empower-
ment)」の提案にも，組織末端の個人でさえ情報で重武装した姿がイメージ
されているといえる 26)0
そのような背景にあって，寡聞のかぎりであるが，芝野治郎教授はかね
てから，例えばアンソニーなどの 3階層モデルに対比して，組織の末端を
含めた4階層モデルを提示されてきた。作業者のための管理会計の必要の
提案である。教授はこの考えが責任会計という発想ともかかわっていると
示唆されていると，私には思われる27)。この方向は，今後，是認されてゆく
であろう。
あるいは，いわゆる原価改善にしても，目標原価改善総額の工場，部，
課，係，組に割り付けされたあとの実態は不祥であるが，末端の作業者の
ことである。ただ．筆者は責任会計を理念と解するから．ありうべきネットワー
ク組織会計も責任会計だと考える。溝口教授も先に少し引用したが．「責任会計とし
ての事業部制会計」（前掲論文． 62ページ）といっておられる。
25) ドラッカーは「しかし私の論に注目したのは． 日本人だけだった。しかしその日
本においてさえ，十分耳を傾けてくれたわけではなかった」といっている。 P.E. 
ドラッカー．上田惇生．佐々木実智男．田代正美訳「ポスト資本主義社会」ダイヤ
モンド社． 1993,189ペー ジ。
26) H. T. Johnson, Relevance Regained, 1992. 
27)芝野治郎「管理会計発展の系諧についての一考察」『会計』 150巻 1号， 1996.6。
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改善提案に依存するところは大きいかと想像される。しかし，実際は末端
の管理者と作業者は一体のようにグループ・チームとして構成され，その
ように行動もするから，責任会計システムという発想からは，個人責任を
追究することは，困難であるというよりは，むしろ，共同責任を設定すべ
きかもしれない。本社一事業部間，部門・事業部相互の間など共同責任的
なものが多く認められるが，集団責任，連帯責任はこのような組織の甚底
において，現代的な労務管理の基礎を与えられているといえる28)0 
また，小倉教授はABC（活動基準原価計算）には従来の責任会計システ
ムを拡張しうる索地があると提唱しておられる。たしかに， ABCの発想を
うまく適用すると，部門や支援アクテイヴィティ，さらには本社費や一般
管理費をも，従来の原価計算に比して正確に計測しうるし，配賦関係も一
層合理的なものにしうるから，原価計算システム全体を再構築することに
なって，責任会計システムを刷新する要素が，一般的にも，あるといえよ
う。小倉教授がことに焦点をあわせておられるのは，ある部門の改善効果
が，従来の原価計算では，自部門ではなく，他部門の業績評価にあらわれ
る関係である29)。このことは，しかし同時に，従来下位では分離しにくい共
同責任を上位の責任に帰していたやり方を改善して，下位の責任を分離し
て分析しうる方途を準備することにもなる。
組織の末端での責任会計の適用に対比して，他方，その先端での問題も
あるかと思う。ここでは，まず，わが国の自動車メーカーに典型的に見ら
れるような，中核の親会社と一連の下請け部品メーカーからなるネットワ
ーク組織（中間組織という把握もある）を念頭に考えると，責任会計とい
28)原価改善については，例えば．次ぎの労作を参照。門田安弘『自動車企業のコス
ト・マネジメント』同文舘， 1991。「原価改善の意義とメカニズム」『会計』 143巻2
号， 1993.2。作業者のグループ・チームについては，まだ実態が明らかでないが，
日本より進んでいるとみうるアメリカのケースについて，次ぎを参照。浅沼萬里『日
本の企業組織 革新的適応のメカニズム」東洋経済新報社， 1997。
29)小倉昇「活動基準原価計算による責任会計の拡張について」『原価計算研究』 17巻
1号， 1992.11。
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う理念を拡大適用しうる索地はあると思う。資本関係は多様で，子会社も
関連会社も含まれていれば，独立会社もあるが，通常の組織概念からする
と，独立の別組織であるし，法的には別法人であって，責任会計の概念を
単純に当てはめることはもちろんできない。
が，経営の実態からみると，本社と自社事業部との関係に比して，実質
大差がない。戦略は共有されているし，生産計画は統合されている。取引
は計算価格ではなく，市場価格で行われているとはいえるが，実体は交渉
価格で自由市場のスポット価格とは異質である。経営指導や技術支援がお
こなわれるのは普通であるが，管理可能性や相互依存関係では，むしろ単
純で，明解になる面もあろう。
この種のネットワーク組織全体のコアーコンピタンスの普段の分析が必
要なのは当然であるし，内部用の管理会計的連結会計も必要かもしれない。
こうなると，およそあらゆる情報が必要になって，なにが会計かという議
論になると，不分明にならざるをえないが，責任会計の要請に合致するよ
うな会計の実質がみられると理解しうるのではないだろうか。以上のこと
はディーラーとの関係でもあてはまるかもしれない。
その他，組織編制を巡っては，周知のように，実にさまざまな形態が，
典型的な事業部制とならんで，展開されるに至った。 SBU,社内分社，カ
ンパニー，内部型ネットワーク組織，外部型ネットワーク組織，合弁，提
携等（これらにも各種のものがある）であるが，それらはそれぞれ，戦略
的意図や管理上の性格において相違があり， したがって，責任あるいは
Accountability，権限の関係においても多様性がある。これらの展開を必要
なかぎりの精度でフォローする会計システムが要請されるのは当然であろ
う。いまはこの委細に触れられないが，さまざまな研究がなされているも
のの，むしろ，今後の課題であるものが多いと受け取っている。責任会計
の実質の展開が，今後，この方向にあるのではと考える。小稿では責任会
計概念について概念レベルの問題を若干検討してみたが，なおも不明確な
ものが残っているのは承知している。またの機会を得たい。
資任会計システムの基本問題（西田）
〔参考文献〕．
(291) 51 
浅田孝幸「H米企業のSBUの事業戦略と業績管理」『会計J145巻3号． 1994.3。
板垣 忠「業績管理会計の課題」溝ロー雄先生還暦記念論文集編集委員会『現代管理
会計論」中央経済社， 1981。
板垣 忠「事業部管理会計の基準」『山口経済学雑誌』 41巻3• 4号， 1993.7。
上田 肇「米国企業に見る会計分社化とストックオプションの活用」「企業会計』 47巻
2号， 1995.2。
亀田速穂「環境変化と組織適応」山上達人，高橋敏朗編著『環境変動下の経営と会計j
白桃書房， 1997所収，第 1部第2章。
木下徹弘「事業部におけるエージェンシー問題と本社費・共通費の配賦」「経済科学」
37巻3号， 1990.7。
小林哲夫「相互満足的配分について」『会計j117巻3号， 1980.3。
小林哲夫「責任会計における管理可能性概念」『国民経済雑誌J149巻5号， 1984.5。
小林哲夫「管理可能性原則と『会計責任』」『会計』 144巻4号， 1993.10。
斎藤孝一「管理会計からみた組織論の展開」『経営研究』 2巻1号， 1988.12。
坂根 博「責任会計と業績評価」『商大論集』 39巻1• 2号， 1987.8。
芝野治郎「管理会計発展の系譜についての一考察」『会計』 150巻1号， 1996.6。
谷 武幸「事業部制会計における責任・権限・管理可能性」溝ロ一雄先生還暦記念論
文集編集委員会『現代管理会計論』中央経済社， 1981。
中 善宏「責任会計と予算差異原因の知覚」『商学討究』 42巻2• 3号， 1991.12。
西沢 脩「カンパニー制による社内分社会計」「企業会計j47巻2号， 1995.2。
西田芳次郎「内部統制と内部監査」久保田音二郎編『管理会計』第9章，有斐閣1976。
西田芳次郎「管理会計とは」久保田音二郎編『管理会計〔新版〕』第 1章，有斐閣， 1991。
久富玄理「責任会計」久保田音二郎編『管理会計』第5章，有斐閣1976。
久富玄理「責任会計」久保田音二郎編「管理会計〔新版〕』第5章，有斐閣1991。
長谷川恵一「責任会計の観点による事業部および子会社の再検討」『商経論集」 55巻，
1988.12。
頼誠「管理可能性と責任を負担させる論理—パワーによる共通費の配賦一」『流
通経大論集』 23巻1号， 1988.10。
頼誠「管理会計におけるエージェンシー理論の適用について」『流通経大論集』 24巻
1号， 1989.9。
頼誠「管理可能性原則の意味とその適用」「彦根論叢j272号， 1991.10。
頼誠「共通費の配賦と管理可能性原則」『産業経理』 51巻4号， 1992.1。
Budget Executive Institute, Statement of Duties and Resposibilities of the Budget 
Director, 1966, in W. E. Thomas, ed., Readings in Cost Accounting, Budgeting 
and Control, 3rd ed., 1968. 
Scheid, P. N., Charter of Accountability for Exectives, Harvard Business Review, 
52 (292) 第 42 巻第 4 号
1965, July/August, in W. E. Thomas, ed., Readings in Cost Accounting, 
Budgeting and Control, 3rd ed., 1968. 
McNair, C. J., Independence and Control: Traditional vs. Activity-Based Respon-
sibility Accounting, journal of Cost management, Vol.3 N o.2, Summer 
1990. 
